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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第20期 

第１四半期連結 
累計期間 

第21期 
第１四半期連結 

累計期間 
第20期 

会計期間 
自  2017年４月１日 
至  2017年６月30日 

自  2018年４月１日 
至  2018年６月30日 

自  2017年４月１日 
至 2018年３月31日 

売上高 （千円） 3,984,591 4,274,677 16,331,136 

経常利益 （千円） 388,377 480,400 1,885,884 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 
（千円） 248,051 317,872 1,426,823 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 300,445 257,834 1,582,931 

純資産額 （千円） 11,030,895 11,843,604 12,313,381 

総資産額 （千円） 16,194,807 18,298,542 18,566,458 

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 15.96 20.46 91.83 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 68.0 64.7 66.2 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況 

１ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況 

（財政状態の状況） 

（資産） 

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ267百万円減少し、18,298百万円

となりました。主な要因は、流動資産の有価証券699百万円増加、短期貸付金1,116百万円減少、有形固定資産の

レンタル資産（純額）222百万円増加、投資その他の資産68百万円減少等によるものであります。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ201百万円増加し、6,454百万円と

なりました。主な要因は、流動負債のレンタル資産購入未払金367百万円増加、未払法人税等293百万円減少、賞

与引当金89百万円増加、レンタル資産保守引当金22百万円増加等によるものであります。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ469百万円減少し、11,843百万

円となりました。主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益317百万円の計上による増加、配当金714百万

円による減少、その他有価証券評価差額金60百万円減少等によるものであります。自己資本比率は、前連結会計

年度末の66.2％から1.5ポイント減少し64.7％になりました。
 
（経営成績の状況） 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、金融緩和等の各種政策の影響を背景に、企業収益や雇用・

所得環境が改善する等緩やかな回復基調が続きましたが、米国の通商政策への懸念等により、先行き不透明な状

況で推移いたしました。 

このような環境のもと、当社グループは、創立20周年を迎え、新たな社是「健康長寿社会への貢献」のもと、

コアビジネスである福祉用具レンタル卸サービスの着実な拡大に取り組んでまいりました。 

福祉用具レンタル卸サービスにおいては、介護ベッドのレンタル受注拡大に注力したほか、小柄な方や円背の

方が快適に座れる当社オリジナル車いす「ケアフィットウイング」の新規投入（５月）を始めとする品揃えの充

実により、業容拡大に努めました。また、福祉用具貸与事業者向け業務支援システムに、福祉用具サービス計画

書の新様式である「選定提案書」の作成機能を拡張し、当社取引先事業者の業務を支援するとともに、利用事業

者の拡大に努めました。 

拠点展開につきましては、５月に「堺営業所（大阪府堺市）」、「宮崎ステーション（宮崎県宮崎市、宮崎営

業所に名称変更）」及び「大分営業所（大分県大分市）」を全て同一市内へ移転し、当四半期末における営業拠

点数は87拠点となりました。 

なお、当第１四半期連結会計期間より、当社グループは単一セグメントに変更したため、セグメント別の記載

を省略しております。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、福祉用具レンタル・販売の増収により、売上高は4,274百

万円（前年同期比7.3％増）となりました。 

利益面では、主に人員増に伴う人件費等が増加いたしましたが、増収効果により、営業利益は478百万円（同

25.0％増）、経常利益は480百万円（同23.7％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は317百万円（同28.1％

増）となりました。 

(2）経営方針・経営戦略等 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

該当事項はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 64,000,000

計 64,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（2018年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2018年７月30日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 16,342,400 16,342,400
東京証券取引所

（市場第二部）

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式であり、単元株

式数を100株とす

る単元株制度を採

用しております。

計 16,342,400 16,342,400 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数
（株）

発行済株式 
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金 
増減額 

（千円）

資本準備金 
残高 

（千円）

2018年４月１日～

2018年６月30日
－ 16,342,400 － 2,897,650 － 1,641,650

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2018年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

  2018年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  804,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,536,400 155,364 －

単元未満株式 普通株式   1,600 － －

発行済株式総数 16,342,400 － －

総株主の議決権 － 155,364 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権の数１個）含まれてお

ります。

②【自己株式等】

  2018年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱日本ケアサプライ
東京都港区芝大門

1-1-30
804,400 － 804,400 4.92 

計 － 804,400 － 804,400 4.92 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2018年４月１日から2018

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

- 5 -



１【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(2018年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2018年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 652,693 632,687 

売掛金 393,645 346,915 

レンタル未収入金 1,801,180 1,853,693 

有価証券 1,199,992 1,899,988 

商品 12,286 6,153 

貯蔵品 29,609 35,230 

短期貸付金 3,556,980 2,440,945 

その他 251,056 273,792 

貸倒引当金 △14,363 △14,260 

流動資産合計 7,883,081 7,475,145 

固定資産    

有形固定資産    

レンタル資産（純額） 8,016,846 8,239,670 

その他（純額） 1,180,073 1,175,662 

有形固定資産合計 9,196,920 9,415,332 

無形固定資産 218,884 206,992 

投資その他の資産    

投資その他の資産 1,271,796 1,202,892 

貸倒引当金 △4,223 △1,820 

投資その他の資産合計 1,267,573 1,201,071 

固定資産合計 10,683,377 10,823,397 

資産合計 18,566,458 18,298,542 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(2018年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2018年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 551,809 526,503 

レンタル資産購入未払金 936,247 1,303,880 

未払法人税等 486,255 192,843 

賞与引当金 196,536 286,095 

レンタル資産保守引当金 839,600 862,300 

その他 803,566 829,420 

流動負債合計 3,814,015 4,001,043 

固定負債    

長期借入金 1,500,000 1,500,000 

退職給付に係る負債 765,600 782,732 

その他 173,462 171,162 

固定負債合計 2,439,062 2,453,894 

負債合計 6,253,077 6,454,938 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,897,650 2,897,650 

資本剰余金 1,641,650 1,641,650 

利益剰余金 7,929,025 7,532,151 

自己株式 △414,851 △414,851 

株主資本合計 12,053,474 11,656,600 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 245,688 184,818 

退職給付に係る調整累計額 △2,573 △2,228 

その他の包括利益累計額合計 243,115 182,589 

非支配株主持分 16,791 4,414 

純資産合計 12,313,381 11,843,604 

負債純資産合計 18,566,458 18,298,542 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2017年４月１日 
 至 2017年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年６月30日) 

売上高 3,984,591 4,274,677 

売上原価 2,520,756 2,606,506 

売上総利益 1,463,835 1,668,170 

販売費及び一般管理費 1,080,773 1,189,506 

営業利益 383,062 478,664 

営業外収益    

受取利息 89 168 

受取配当金 3,873 540 

持分法による投資利益 1,282 1,543 

雑収入 1,155 567 

営業外収益合計 6,400 2,820 

営業外費用    

支払利息 1,085 1,084 

営業外費用合計 1,085 1,084 

経常利益 388,377 480,400 

特別利益    

子会社株式売却益 - 10,702 

特別利益合計 - 10,702 

特別損失    

固定資産除却損 103 1,896 

投資有価証券評価損 - 2,838 

その他 - 300 

特別損失合計 103 5,035 

税金等調整前四半期純利益 388,274 486,067 

法人税等 140,089 167,707 

四半期純利益 248,185 318,360 

非支配株主に帰属する四半期純利益 134 488 

親会社株主に帰属する四半期純利益 248,051 317,872 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2017年４月１日 
 至 2017年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年６月30日) 

四半期純利益 248,185 318,360 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 51,085 △60,870 

退職給付に係る調整額 1,173 344 

その他の包括利益合計 52,259 △60,525 

四半期包括利益 300,445 257,834 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 300,310 257,346 

非支配株主に係る四半期包括利益 134 488 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、㈱グリーンケアブリッジは株式の売却により連結子会社に該当しなくなったた

め、連結の範囲から除いております。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（追加情報）

(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」 (企業会計基準第28号 平成30年２月16日)等を当第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年６月30日）

減価償却費 1,105,371千円 1,121,256千円

 

（株主資本等関係）

１．前第１四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年６月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月27日 

定時株主総会
普通株式 543,828 35 2017年３月31日 2017年６月28日 利益剰余金

 

２．当第１四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年６月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月26日

定時株主総会
普通株式 714,746 46 2018年３月31日 2018年６月27日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 

2018年４月１日 至 2018年６月30日） 

当社グループの報告セグメントは、従来「福祉用具サプライ事業」、「在宅介護サービス事業」の２事業に区分

しておりましたが、当第１四半期連結会計期間より、「高齢者生活支援事業」の単一セグメントに変更しておりま

す。 

この変更は、当社において当第１四半期連結会計期間より新たな社是として「健康長寿社会への貢献」と定めた

ことを契機とし、当社グループの事業展開、経営資源の配分、経営管理体制の実態等の観点を考慮した結果、１つ

の事業セグメントとすることがより合理的であると判断したためであります。 

これにより、当社グループの報告セグメントは「高齢者生活支援事業」の単一セグメントとなることから、前第

１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間のセグメントの記載を省略しております。 
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年６月30日）

１株当たり四半期純利益 15円96銭 20円46銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 248,051 317,872

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
248,051 317,872

普通株式の期中平均株式数（株） 15,537,966 15,537,966

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

      2018年７月27日

株式会社日本ケアサプライ      

 

  取締役会 御中  

 

  有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公 認 会 計 士 水 野  裕 之   ㊞

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公 認 会 計 士 福 士  直 和   ㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日本ケ

アサプライの2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2018年４月１日から

2018年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビ

ューを行った。 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本ケアサプライ及び連結子会社の2018年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 以 上
 
（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


